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２０１７年１０月号 

本月報はルーマニアの報道をもとに，日本大使館がとりまとめたものです。 

平成２９年１１月１０日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

（AG：アジェルプレス通信，ZF：ズィアルル・フィナンチアル紙，NO：ナインオクロック紙） 

主要ニュース 

【内政】●トゥドセ内閣の３閣僚が辞任，交替した。 

    ●司法関連法改正案が議会に提出された。 

【外政】●ブルガリアにおいて，ルーマニア・ブルガリア合同閣議が開催され，トゥドセ首相等が出席した。 

    ●ブカレストにおいて，ＮＡＴＯ国会議員会議が開催され，同会議に出席するためストルテンベルグＮ

ＡＴＯ事務総長が当地を訪問した。 

【経済】●ルーマニアの２０１７年第２四半期のＧＤＰ成長率（速報値）は，対前年同期比６．１％（季節調整 

     前），５．９％（季節調整後）。２０１７年上半期は５．９％(季節調整前)，５．８％(季節調整後)。 

    ●９月末の財政収支は約６８億１，８１０万レイ，対ＧＤＰ比で０．８１％の赤字であった。 

    ●米国企業ミッション Trade Winds が来訪し（１８－２０日），B to B 会合，ビジネス・フォーラムを

実施した。 

    ●ヴァシレスク労働相は，２０１８年１月からの最低年金の引き上げ，２０１８年７月からの最低賃金

の引き上げについて発表した。 

【我が国との関係】●イオン・ミンク建築大学において，建築家の隈研吾氏による講演会が行われた。 

         ●石井大使及び日系企業ミッションは，クルージュ・ナポカ市を訪問し（１２－１３日），

ボク市長（元首相）への表敬訪問，企業視察等を行った。 

         ●外交問題研究所にて，宮家邦彦・キャノングローバル戦略研究所研究主幹による講演会が

行われた。 

         ●イオン・ミンク建築大学において，和田章・東工大名誉教授による耐震設計に関する講演

会が行われた。 

 

内政

■トゥドセ内閣閣僚の交代 

・９月下旬以降の報道によれば，ドラグネア党首が，

トゥドセ首相及びタリチャーヌ上院議長に対し，シャ

イデ副首相兼地域開発相及びプルンブＥＵ基金相に対

する刑事手続の開始が違憲であるとの訴えを憲法裁判

所に提起するよう働きかけをしているが，トゥドセ首

相はその要請に応えていない。 

・９日，民間テレビ局「アンテナ３」番組に出演した

トゥドセ首相は，刑事手続きが開始されている３閣僚

（シャイデ副首相兼地域開発相，プルンブ欧州基金担

当相，イリエ議会関係相）を含む５閣僚が，その週の

うちに辞任すべきであるとの考えを示した。直前に行

われたAvangarde社の世論調査の結果によると，トゥ

ドセ内閣の支持率が４０％から２７％に低下，閣僚の

支持率が９－１２％に止まっており，これにつき，同

首相は，同調査自体が意図的に操作されているもので
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あると非難した。首相は，もし党が５閣僚の交代を受

け入れない場合は，自らの辞任の可能性を排除しない

ことを示唆した。 

・１２日，シャイデ副首相兼地域開発相，クク運輸相

及びプルンブ欧州基金相の３閣僚が辞任の意向を表明

した。同日開催されたＣＥＸ（ＰＳＤ全国評議会）で

は，同３閣僚の辞任に党として反対するとの意見が大

勢を占めたが，同３閣僚の辞意は翻らなかった。これ

に先立ち，ヨハニス大統領が，トゥドセ内閣が総辞職

するようなことになれば，同大統領は二度とＰＳＤか

ら首相を指名するつもりがないことを示唆した。 

・１３日，ＰＳＤはＣＥＸにて，スタネスク・ＰＳＤ

オルト県支部長を副首相兼地域開発相に，ストロエ同

党コンスタンツァ県支部長を運輸相に，ニカ元欧州基

金相（ポンタ内閣）を欧州基金相にそれぞれ推薦する

ことを決定した。スタネスク・オルト県支部長及びス

トロエ・コンスタンツァ県支部長はともに典型的な地

方有力者で，ドラグネア党首に近いと目される人物。

なお，辞任が噂されたイリエ議会担当相（ＡＬＤＥ（自

由民主主義同盟，ルーマニア・日本友好議連副会長）

は，留任した。 

・１３日，ドラグネア党首は，ヨハニス大統領の政治

介入を非難し，自分は次の大統領選挙まで二度と大統

領府に足を運ばないと述べた。 

・１７日，大統領は３人の新大臣を任命する大統領令

に署名をした。タリチャーヌ上院議長とドラグネア下

院議長は，大統領への抗議の意を示すために就任式を

欠席した。 

・２３日，タリチャーヌ上院議長は憲法裁判所に，シ

ャイデ前副首相及びプルンブ前欧州基金相の嫌疑（ベ

リナ島事件：ドナウ川の中州であるベリナ島のテレオ

ルマン県への所有権移転が法律でなく政府決定で行わ

れたことに関する職権濫用の疑い）が違憲であるとの

訴えを提起した。タリチャーヌ上院議長は，検察は政

府決定について調査する特権を持たないと主張してい

る。 

 

■司法関連法改正案を巡る動き 

・２日の報道によれば１０００人超の裁判官，検察官

が司法関連法改正案に反対するトゥドセ首相に宛てた

意見書に署名をした。これに対し，トアデル法務相は，

改正案は交渉の余地がないものであり変更の考えはな

いと述べた。この改正案に対しては，９月２８日に司

法最高評議会から反対する諮問意見が出されていた。

その後，意見書への署名者は全国７０００人の裁判官，

検察官の約半分に及ぶ３３００名となった。 

・４日，クロッド・ドイツ大使はトアデル法務相に面

会し司法関連法改正案を巡って協議した模様（これに

先立つ９月２９日，クレム米国大使も法案の提出を危

惧するコメントを出していた）。また，タルチャ破棄・

司法高等裁判所（日本の最高裁に相当）長官はトゥド

セ首相に対する公開メッセージの形で法案を議会に提

出しないよう要請した。 

・２５日，トアデル法務相は，司法関連法改正案を議

会の委員会に提出し，ＰＳＤとＡＬＤＥ（自由民主主

義同盟）に委託した。 

・２５日，議会特別委員会において，職権濫用罪の損

害額の下限について審議が行われた。ＰＮＬ（自由党）

とＵＳＲ（ルーマニア救出同盟）は下限額を設けるこ

とに反対し，与党ＰＳＤとＡＬＤＥは金額を提示しな

かった。ＵＤＭＲは下限額１０万レイを提示した。本

年１月の緊急政令１３号の危機の際に法務次官だった

コンスタンティン・シマ氏は２０万レイの下限額を提

案した。報道によれば，２０万レイの閾値は，汚職の

罪に問われているドラグネア党首にとり有利な金額と

言われている。 

・タルチャ破棄院長官は，両院議会の議長に，司法関

連法改正案を法務省に差し戻すよう要請した。破棄院

長官によれば，法務相が法案を議会に提出する権利は

なく，法案提出は，政府，国会議員，または１０万人

の市民によるものでなくてはいけない。同長官は，法

案が議会に提出されるまでに広範囲な議論が行われな

かったことも問題視している。同様の発言はラザル検

事総長もしている。 

・３１日，ヨルダケ元法務相を含むＰＳＤとＡＬＤＥ

の４人の議員が，司法関連法改正案を議会に提出した。

多数の賛成により，年内の法案可決を目指し，緊急審

議の手続きがとられることになった。 
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（法案のポイント） 

－高位検察官（検事総長，ＤＮＡ(汚職対策局)長官，

ＤＩＩＣＯＴ（組織犯罪・テロリズム捜査局）首席検

事）と破棄院長官の任命に大統領は関与するが，解任

の手続きには関与しない。解任は司法最高評議会が法

務大臣の提言により行う。 

－高等検察局の中に，裁判官，検事による違法行為の

調査局が設置される。同局長は大統領が任命権を持つ。 

－ＣＳＭ（司法最高評議会）の下にある法務査察局は，

独立した機関となり，ＣＳＭ，高等裁判所，高等検察

局，市民代表者等から構成される合同評議会が任命権

を持つ。 

－裁判官，検察官は法律的な判断で過ちを犯した場合

には罰金を払う。 

■ＤＮＡ（国家汚職対策局）長官ＶＳ政府 

・３日，憲法裁判所は，キョヴェシＤＮＡ首席検事が，

２００９年の大統領選挙に関する調査のための議会の

特別審問委員会に出頭して証言すべきであるとの最終

的見解を示した。キョヴェシ首席検事は，右特別委員

会への出席を拒否したため，上下両院議長から憲法裁

判所に意見書が出されていた。２００９年の大統領選

挙の第二回目投票では，当時のバセスク現職大統領と

ジョアナ社会民主党首との決選投票の結果が僅差だっ

た。キョヴェシＤＮＡ首席検事（２００９年当時は司

法長官）は，マイオールＳＲＩ長官（当時）等ととも

に第二回投票の当日にガブリエル・オプレア氏（元内

務相）の自宅にいたことがジャーナリストのダン・ア

ンドロニクに指摘されている。 

・５日，キョヴェシＤＮＡ長官の活動に関する法務検

査の報告書がＣＳＭに提出された。検査は６月にトア

デル法務相が要請していたもの。 

・３０日，ドラゴミルＳＲＩ元職員が，特別委員会に

招致され，２００９年選挙第二回投票当日にキョヴェ

シ氏が参加した会合は，ＰＳＤが在外投票の票を数え

なおすことを阻止することが目的だったと証言した。 

・３１日，ＣＳＭにおいて，ＤＮＡに対する法務査察

の報告書が議論された。報告書の内容は明らかになっ

ていないが，報道によればキョヴェシ長官の活動につ

いて評価と批判の両方が含まれているとされる。トア

デル法務相はキョヴェシ長官の進退について明言して

いない。 

 

・■その他 

【服役者の釈放】 

・２０日，トアデル法務相は，刑務所の環境の悪化に

対する代償として，５２９人の受刑者の刑期を縮小し，

刑務所から釈放したと発表した。報道によれば，ルー

マニアの受刑者の再犯率は４０％。 

 

【政党の党員数】 

・報道によれば，ＰＳＤは全国８０万人という最も多

い数の党員を抱え，本年末までに１００万人に達しよ

うとしている。ＰＮＬは２５万人，ＰＭＰ２０万人，

ＰＮＬ１０万人。議会政党で党員数が少ない党はＵＳ

Ｒ２０００名。ＵＤＭＲは不明。 

 

■世論調査結果 

・１１日当地各紙は，世論調査機関ＩＭＡＳ（ダイレ

クターはアリン・テオドレスク元ＢＳＤ議員）が実施

した支持政党等に関する世論調査結果について報じた。 

 

【支持政党】（ ）内は同社1月調査結果） 

ＰＳＤ          ３９％（４９％） 

ＰＮＬ          ３１％（２１％） 

ＡＬＤＥ          ８％（７％） 

ＵＳＲ           ７％（８％） 

ＵＤＭＲ          ５％ 

ＰＭＰ           ２－３％ 

 

【公的人物の信頼度】 

 （）内は同社本年１月の調査結果 

ヨハニス大統領         ４２％（３２％） 

トゥドセ首相          ２３％（２５％） 

ドラグネアＰＳＤ党首      １９％（３２％） 

 

外政 

■主な要人往来 

・２日，ヨハニス大統領は，ブカレストを訪問したグ
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ロバル＝キタロヴィッチ・クロアチア大統領と会談を

行った。３日には，両大統領はルーマニア商工会主催

のルーマニア・クロアチア・ビジネスフォーラムに出

席した。 

・２日，メレシュカーヌ外相は，クルージュ・ナポカ

において，シーヤールトー・ハンガリー外務貿易相と

会談を行った。 

・３日，トゥドセ首相は，ブルガリアで開催されたバ

ルカン４ヵ国首脳会合に出席し，ボリソフ・ブルガリ

ア首相，ブチッチ・セルビア大統領及びチプラス・ギ

リシャ首相と協議した。 

・３日，ブルガリアにおいて，ルーマニア－ブルガリ

ア合同閣議が開催され，トゥドセ首相等が出席した。 

・９日，ＮＡＴＯ国会議員会議に出席するためにブカ

レストを訪問したストルテンベルグ事務総長は，大統

領府において，ヨハニス大統領と会談した（軍事・安

全保障関係参照）。 

・９日，メレシュカーヌ外相は，ワルシャワで開催さ

れた「ブカレスト９」外相会合に出席した（第１回会

合は，２０１６年１１月にブカレストで開催）。 

・１３日，ヨハニス大統領は，ブカレストを訪問した

トゥスク欧州理事会議長を大統領府に迎え，ＥＵ統合

の動き等について協議を行った。 

・１５日，メレシュカーヌ外相は，英国を訪問し，ブ

ルガリア，チェコ，クロアチア，ハンガリー，ポーラ

ンド，スロバキア及びスロベニアの外相と共に，ジョ

ンソン英外相との非公式会合に参加した。 

・１６日，メレシュカーヌ外相は，ルクセンブルクで

開催されたＥＵ外務理事会に出席した。 

・１８日，ダスティス・スペイン外相は，ブカレスト

を訪問し，ヨハニス大統領及びメレシュカーヌ外相と

それぞれ会談を行った。 

・１８日，ネグレスク欧州問題担当相は，ルクセンブ

ルクで開催されたＥＵ総務理事会に出席した。 

・１９－２０日，ヨハニス大統領は，ブリュッセルで

開催された欧州理事会に出席した。 

・１９日，メレシュカーヌ外相は，ブカレストを訪問

したデヒテル・イスラエル国会外交防衛委員長と会談

した。 

・２２－２４日，メレシュカーヌ外相は，イスラエル

を訪問し，２３日にリヴリン・イスラエル大統領，２

４日にネタニヤフ・イスラエル首相等と会談を行った。 

・２５日，メレシュカーヌ外相は，パレスチナを訪問

し，ハムダッラー・パレスチナ首相及びマーリキー・

パレスチナ外務・移民庁長官とそれぞれ会談を行った。 

・２６日，エッティンガー欧州委員（予算・人事担当）

はブカレストを訪問し，ヨハニス大統領及びトゥドセ

首相と個別に会談を行った。 

・２６－２８日，モスクワ総主教キリル１世は，ブカ

レストを訪問し，ブカレストで開催される東欧の正教

会の会合等に出席した。 

・２７日，ヨハニス大統領は，ブカレストを訪問した

ドンブロフスキス欧州委員会副委員長（ユーロ及び社

会的対話担当）と会談を行った。 

・３１日，ガブリエル欧州委員（デジタル経済・社会

担当）は，ブカレストで開催されたデジタル・ルーマ

ニア国際フォーラムに出席した。 

 

■米国関係 

・２日，ヨハニス大統領は，１日にラスベガスで発生

した銃乱射事件に対する弔意を示すメッセージをトラ

ンプ米大統領宛に発出した。 

 

■ウクライナ関係 

・１８日，ヨハニス大統領は，ポロシェンコ・ウクラ

イナ大統領と電話会談し，ウクライナの新教育法につ

いて協議した。 

 

■欧州難民問題 

・１９日，ギリシャでの欧州域外国境管理庁（Ｆｒｏ

ｎｔｅｘ）任務に従事しているルーマニア国境警察の

部隊は，エーゲ海で沈みかけていた船から約６０人の

難民を救出した。 

 

■スペイン・カタルーニャ州問題 

・２８日，ルーマニア外務省は，プレスリリースを発

出し，カタルーニャ州による「一方的独立宣言」を断

固として拒否し，スペインの主権と領土一体性を支持
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することを改めて確認した。 

 

■モルドバ関係 

・３０日，ドドン・モルドバ大統領は，イオニタ駐モ

ルドバ・ルーマニア大使の表敬に際し，ヨハニス大統

領のモルドバ訪問を招請する公式書簡を手交した。 

 

■軍事・安全保障関係 

・６－９日，当地においてＮＡＴＯ国会議員会議が開

催され（日本もオブザーバー参加），同会議に出席す

るためストルテンベルグＮＡＴＯ事務総長がルーマニ

アを訪問した。 

 ヨハニス大統領は，ストルテンベルグ事務総長との

会談後，ＮＡＴＯ・ＥＵ関係が補完的関係にあり，と

もに発展する必要があるとの考えを述べた。同事務総

長は，ＮＡＴＯの近代化と対ロシア関係が２０１８年

のＮＡＴＯ首脳会合の主要な議題になるとの見通しを

述べた。 

 ヨハニス大統領は，ストルテンベルグ事務総長とと

もに，クライオバに駐屯するＮＡＴＯ南東多国籍旅団

（ＭＮ－ＢＤＥ）を視察した。 

 ストルテンベルグ事務総長は，タリチャーヌ上院議

長，ドラグネア下院議長及びトゥドセ首相とそれぞれ

会談を行った。 

・３１日，フィフォル国防相は，年内にペトリオット・

ミサイル・システムを７億６，４００万米ドルで調達

する見込みであると発表した。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【７月分統計】 

（１）鉱工業 

 ７月 ８月 

工業生産高  ８．２％ ９．８％ 

工業売上高(名目)  ９．９％ １３．５％ 

工業製品物価指数 ３．０％ ４．１％ 

新規工業受注高(名目)  １２．３％ １７．３％ 

工業生産高が若干加速。工業売上高(名目)及び新規工

業受注高(名目)が加速。 

 

（２）販売 

 ７月 ８月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
１０．１％ １２．６％ 

自動車・バイク売上高 ９．９％ ９．５％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

２．６％ 

EU２８か国 

２．７％ 

ユーロ圏 

１．２％ 

EU２８か国 

２．０％ 

小売業の売上高(自動車・バイクを除く)が加速。 

なお，８月の小売業売上高（ユーロスタット）対前

年同月比では，ルーマニア（＋１５．８％）が最も増

加し，次いでスロベニア（＋７．５％）及びマルタ（+

６．９％）。 

 

（３）その他 

建設工事 ７月 ８月 

▲６．２％ ▲４．８％ 

建設工事がわずかに回復。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

７月 ８月 

€５２億２,５３０万 

(８．６％) 

€４９億２,０８０万 

(１０．７％) 

RON２３９億９８０万 

(１０．５％） 

RON２２５億1,６３０万 

(１３．５％） 

輸

入 

€６２億１，４５０万 

（１４．０％） 

€５９億８,０５０万 

（９．３％） 

RON２８４億３,１３０万 

（１６．０％） 

RON２７３億６,６５０万 

（１２．１％） 

  

【１月～８月分統計】 

（１） 鉱工業 

 ７月 ８月 

工業生産高  ８．７％ ８．９％ 
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工業売上高(名目)  １０.４％ １０．８％ 

新規工業受注高(名目)  １１．５％ １２．２％ 

 

（２）販売 

 ７月 ８月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
８．１％ ８．４％ 

自動車・バイク売上高 １３．９％ １３．３％ 

 

（３）その他 

建設工事  ７月 ８月 

▲８．１％ ▲７．７％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

７月 ８月 

€３６１億１８０万 

(９．４％) 

€４１０億２,３１０万 

(９．６％) 

RON１,６３９億３,０１０万 

(１０．６％） 

RON１,８６４億４,９００万 

(１０．９％） 

輸

入 

€４２９億２,５９０万 

（１２．６％） 

€４８９億５７０万 

（１２．２％） 

RON１,９４９億３,９３０万 

（１３．８％） 

RON２,２２３億２７０万 

（１３．６％） 

貿

易

収

支 

▲€６８億２，４１０万 

（▲€１７億６０万） 

▲€７８億８,２６０万 

（▲€１７億３,３９０万） 

▲RON３１０億９２０万 

（▲RON８０億８９０万）） 

▲RON３５８億５,３７０万 

（▲RON８２億７,７２０万）） 

 

 【９月分統計】 

・消費者物価指数  

 ８月 ９月 

全体 １．１５％ １．７７％ 

食料品価格 １．５９％ ２．７４％ 

非食料品価格 １．５６％ １．８９％ 

サービス価格 ▲０．４９％ ▲０．１６％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．５％ 

EU２８か国 

ユーロ圏 

１．５％ 

EU２８か国 

１．７％ １．８％ 

９月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同

月比では，キプロス（０．１％），アイルランド（０．

２％），フィンランド（０．８％）が最も低い。 

 

【その他統計】 

・１０日，ルーマニアの２０１７年第２四半期のＧＤ

Ｐ成長率（速報値）は，対前年同期比６．１％（季節

調整前），５．９％（季節調整後）。２０１７年上半期

は５．９％(季節調整前)，５．８％(季節調整後)。２

０１７年第２四半期のＧＤＰ成長率（速報値）は，対

前期比１．７％（季節調整前）であった。(ＩＮＳ) 

・１９日付ＡＧは，ＩＭＦがルーマニアのＧＤＰ成長

率を２０１７年は４．２％から５．５％へ，２０１８

年は３．４％から４．４％へ，それぞれ上方修正した

と報じた。 

 

■産業界の動向 

・２日，フランス自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）に

よると，９月におけるフランスでのダチア新規登録台

数は８，８６５台になり，対前年同月比で３．５％増

加した。フランスでのダチアのマーケット・シェアは

５．２％であり，前年同期から０．１％ポイント増加

した。フランスの自動車市場全体は＋１．１％増加し

た。１月～９月にかけては，ダチア新規登録台数は８

万９，２５２台になり，対前年同期比で＋４．８％増

加した。１月～８月にかけて，フランスの自動車市場

全体は＋３．９％増加した。 

・５日，イギリス自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）に

よると，９月におけるイギリスでのダチア新規登録台

数は４，４５９台になり，前年同月の５，２４７台と

比較して１５．０２％減少した。 

・１７日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると，

９月におけるヨーロッパでのダチア自動車新規登録台

数は３万５，１３２台となり，対前年同月比で＋５．

６％増加した。１～９月にかけては，ダチア自動車新

規登録台数は３４万９，６８３台となり，対前年同期

比で１０．４％増加した 。 

・２２日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（Ｄ



ルーマニア月報 
 

- 7 - 

ＲＰＣＩＶ）によると，９月の新車登録台数は１０，

４２５台に達し，対前年同月比で１１．３７％増加し

た。 

・３１日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会(ＡＰ

ＩＡ)によると，１～９月の車両販売台数は１１２，２

１２台で，対前年同月比で１０．６％増加した。２０

１７年１～９月のメーカー別自動車販売は１位がダチ

ア(２７，７９９台，市場シェア：２９．９％，対前年

同期比で＋１０．８％)で，次いで Volkswagen(１０，

１５８台，市場シェア：１０．９％，対前年同期比で

＋１９．０％)，Skoda(８，３８５台，市場シェア：９．

０％，対前年同期比で＋１０．５％)，Renault（７，

５０６台，市場シェア：８．１％，対前年同期比で＋

２７．０％)，Ford（６，３０１台，市場シェア：６．

８％，対前年同期比で＋２５．６％），Opel（４，５６

１台，市場シェア：４．９％，対前年同期比で＋１９．

１％）。 

・１８－２０日，米国企業ミッション「トレード・ウ

ィンズ Trade Winds」が来訪し，ビジネス・トゥ・ビ

ジネス会合，ビジネス・フォーラムを実施した（１９

日付ＮＯ）。 

 

■公共政策 

・１８日，公共財務省は，プロイエシュティ－ブラシ

ョフの高速道路建設への出資に関し，世界銀行と合意

したと発表した。 

・欧州基金省は，２０１７年９月末の欧州基金（２０

０７～２０１３年）執行率を９０．４４％と発表。１

月末から不変。(３０日付欧州基金省) 

 

■財政政策 

・２５日，公共財務省は，９月末のルーマニアの財政

収支は約６８億１，８１０万レイ，対ＧＤＰ比で０．

８１％の赤字であったと発表。２０１６年９月末の財

政収支は約３６億９，６６０万レイ，対ＧＤＰ比で０．

４９％の赤字であった。(公共財務省) 

・２６日付ＡＧは，ヴァシレスク労働相が，年金ポイ

ントの１，０００レイから１，１００レイへの引き上

げ（２０１８年７月から），最低年金の５２０レイから

６４０レイへの引き上げ（２０１８年７月から），最低

賃金の１，４５０レイから１，９００レイへの引き上

げ（２０１８年１月から）を発表したと報じた。 

 

■金融等 

・２日，９月末の外貨準備高は３３３億２，０００万

ユーロ（８月末の３４９億５，５００万ユーロから増

加），金準備高は１０３．７トンで不変。(ＢＮＲ) 

・１６日，８月末の経常収支等について次のとおり発

表。 

（１） 経常収支は４０億４，３００万ユーロの赤字。

なお，前年同期には２６億５，３００万ユーロの赤字

であった。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，２５億１，８００

万ユーロ。なお前年同期は３０億９，２００万ユーロ。 

（３）中長期対外債務は，２０１６年末から０．２％

減少し，６９５億２，７００万ユーロ (対外債務全体

の７３．９％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１６年末から５．５％増

加して，２４５億５，０００万ユーロ (対外債務全体

の２６．１％) 。(ＢＮＲ) 

 

■労働・年金問題等 

・９日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，８月末の失業

率は７月末の失業率から不変，２０１６年８月末の失

業率から０．６２％ポイント低下して，４．１８％と

なったと発表。 

・９日，８月の平均給与(グロス)は，３，２９０レイ(約

７３０ユーロ)で，対前月比で１．２％増加。平均給与

(手取り) は２，３６４レイ (約５２５ユーロ) で，対

前月比で２７レイ（１．１％）下落。なお，平均給与(手

取り)が最も高かった業種は，プログラミング，コンサ

ルティング及び関連活動分野で５，９３０レイ（約１，

３１７ユーロ)で，反最も低かったのは宿泊・飲食業の

１，４０６レイ（約３１２ユーロ)。(為替レートは４．

５０レイ・ユーロ)(ＩＮＳ) 

 

■格付（２０１７年１１月１１日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 
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    自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

・６日，「イオン・ミンク」国立建築大学において，

隈健吾氏による建築講演会が行われ，約６００名が聴

講した。隈氏には同大学から名誉博士号が贈られた。 

・１３日，石井駐ルーマニア大使は，日系企業ミッシ

ョンと共に，ボク・クルージュ・ナポカ市長（元首相）

を表敬訪問した。日系企業ミッションは，現地企業視

察，バベシュ・ボヤイ大学での日系企業紹介セミナー，

ネットワーキング・ディナーを実施した。 

・２０日，外交問題研究所にて，宮家邦彦・キャノン

グローバル戦略研究所研究主幹による講演会が行われ

た。 

・２７日，「イオン・ミンク」国立建築大学において，

和田章東京工業大学名誉教授による日本の耐震設計に

関する講演会が行われた。 

 


